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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、第27期は１株当たり当期純損失が計上されているた

め、第28期第１四半期連結累計(会計)期間は潜在株式が存在しないため、それぞれ記載しておりません。  

  

回次 
第28期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第27期

会計期間 
自平成20年10月１日
至平成20年12月31日 

自平成19年10月１日 
至平成20年９月30日 

売上高（千円）  354,788  1,770,038

経常利益（千円）  11,313  28,506

四半期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
 9,772  △411,396

純資産額（千円）  1,714,810  1,708,975

総資産額（千円）  1,963,958  2,025,466

１株当たり純資産額（円）  51.53  51.35

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△）（円） 
 0.29  △12.36

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 ―  ―

自己資本比率（％）  87.31  84.37

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △72,951  120,746

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 151  △370,452

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1  △1

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（千円） 
 215,491  288,292

従業員数（人）   116   118
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。  

 また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員はおりません。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員はおりません。  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 116   

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 95   
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(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１ 上記の金額は、セグメント間の内部振替前の数値であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注実績 

 当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）

システム開発事業  223,447

不動産ポータル事業  32,051

合計  255,499

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

システム開発事業  251,432  266,168

不動産ポータル事業  158,907  123,226

合計  410,339  389,395

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）

システム開発事業  271,576

不動産ポータル事業  83,211

合計  354,788

相 手 先 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

販売高(千円) 割合(％)

株式会社アパマンショップ 

ホールディングス 
 116,150  32.7

ＫＤＤＩ株式会社  56,835  16.0

２【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）経営成績の分析  

 当第１四半期連結会計期間（平成20年10月１日～平成20年12月31日）におけるわが国の経済は、米国のサブプラ

イムローン問題に端を発した世界的な金融資本市場の混乱を背景に、急激な円高や株価の下落が進行し、また、雇

用環境が悪化したことで個人消費にもその影響が表れ、景気の減速傾向が鮮明になりました。 

 当社グループが属する情報サービス産業におきましては、景況の悪化を受けて企業の投資姿勢には明らかな変化

があり、IT投資計画の縮小・延期などの動きが見られるようになってまいりました。 

 このような環境下、当社グループは、システム開発事業においては重点分野のシフトと新規顧客・新規案件の獲

得による事業規模の安定と拡大、不動産ポータル事業においては外部環境の変化に対応した新たな仕組みの構築に

取り組んでまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間における業績は、売上高は354百万円、営業利益は10百万円、経常利益は

11百万円、四半期純利益は9百万円となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。  

  

[システム開発事業] 

 システム開発事業におきましては、近年は親会社 株式会社アパマンショップホールディングスのグループ全体

に係るシステム開発の進捗に合わせ、不動産分野のシステム開発に注力してまいりましたが、前連結会計年度にお

いて同システムの主要部分の開発が一段落したことを踏まえ、当第１四半期連結会計期間より、従来からの主要な

お客様である金融・生損保・通信関連分野へと人員の再シフトをすすめております。 

 その結果、売上高につきましては、不動産分野においては親会社グループ向けの案件が縮小しましたが、金融・

生損保・通信関連分野において従来のお客様との関係をより強化し、常駐案件の人員増や新規案件の提案をすすめ

たことにより、システム開発事業全体で271百万円となりました。 

 利益面では、人員の再配置に伴って引き継ぎ工数が発生したことや、一部案件で障害対応のための追加工数が発

生したこと等により、営業利益は19百万円となりました。 

   

[不動産ポータル事業] 

 不動産ポータル事業におきましては、不動産ポータルサイト「CatchUp（キャッチアップ）」において、分譲マ

ンションを中心とした不動産情報を提供しております。前連結会計年度においてサブプライムローン問題から派生

した金融収縮等が不動産関連企業に深刻な影響を与えたことにより、当第１四半期連結会計期間におきましても広

告掲載物件数の減少や掲載費の値下げ要請が続き、売上高は83百万円となりました。 

 利益面では、前連結会計年度の後半から事業の再構築を推進し、人員体制の見直しにより人件費を大幅に圧縮し

たことや、事業所の統廃合、SEO対策等の誘導費の見直しなどにより経費削減に努めたことで、営業利益は12百万

円となりました。 

   

(2）財政状態の分析   

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ61百万円減少し、1,963百万円とな

りました。これは、主に仕入債務の支払いや冬季賞与の支給により現金及び預金が72百万円減少したこと等による

ものであります。 

 負債合計は、前連結会計年度末に比べ67百万円減少し、249百万円となりました。これは、主に買掛金の減少22

百万円や賞与引当金の減少23百万円等によるものであります。 

 純資産合計は前連結会計年度末に比べ5百万円増加し、1,714百万円となりました。これは、主に利益剰余金の増

加9百万円等によるものであります。 
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(3）キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、賞与引当金の減少額23百万円、仕入債務の減少額22百万円等により、72

百万円の減少となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付けによる支出300百万円がありましたが、当第１四半期連結会計期

間中に同貸付金を回収したこと等により、0百万円の増加となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入300百万円がありましたが、当第１四半期連結会

計期間中に同借入金を返済したこと等により、0百万円の減少となりました。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より72百万円

減少し、215百万円となっております。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

(5）研究開発活動 

該当事項はありません。   
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

   

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。  

 また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

  

 該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。  

  

 （注） 平成20年12月26日開催の定時株主総会決議に基づき、平成21年２月６日（債権者保護手続の完了による効力発

生日）に損失の処理のために資本金及び資本準備金のその他資本剰余金への振替を実施し、資本金が647,442

千円、資本準備金が22,702千円それぞれ減少しております。  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  35,763,100

計  35,763,100

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  33,311,260  33,311,260
ジャスダック 

証券取引所 

単元株式数は100株

であります。 

計  33,311,260  33,311,260 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日  
 －  33,311  －  2,147,442  －  22,702

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  
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 当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。  

①【発行済株式】 

 （注）１ １単元の株式数は100株であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,800株(議決権58個)含ま

れております。 

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式1株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 当第１四半期会計期間末における所有自己株式数は、31,221株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式   31,200
― （注）１ 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

    33,276,500
 332,765 （注）１ 

単元未満株式 普通株式    3,560 ― ― 

発行済株式総数  33,311,260 ― ― 

総株主の議決権 ―  332,765 ― 

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社システムソフト 

福岡市中央区天神三丁目 

10番30号 
 31,200  ―  31,200  0.09

計 ―  31,200  ―  31,200  0.09

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
10月 

11月 12月 

最高（円）  110  80  73

最低（円）  31  55  53

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。  
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第５【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  第27期連結会計年度       監査法人トーマツ 

  第28期第１四半期連結累計期間  霞が関監査法人  
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 215,491 288,292

受取手形及び売掛金 320,232 296,060

原材料 178 －

仕掛品 18,810 16,803

貯蔵品 － 6

関係会社短期貸付金 402,473 402,473

その他 19,809 23,592

貸倒引当金 △1,650 △3,240

流動資産合計 975,346 1,023,989

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※  343,394 ※  347,030

土地 550,000 550,000

その他（純額） ※  14,368 ※  16,122

有形固定資産合計 907,763 913,153

無形固定資産 12,228 12,642

投資その他の資産   

投資有価証券 9,776 16,380

その他 71,489 69,470

貸倒引当金 △12,644 △10,169

投資その他の資産合計 68,620 75,680

固定資産合計 988,612 1,001,476

資産合計 1,963,958 2,025,466
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 24,144 47,138

未払法人税等 3,774 10,086

賞与引当金 25,887 49,008

その他 64,715 81,385

流動負債合計 118,522 187,619

固定負債   

繰延税金負債 1,722 4,390

退職給付引当金 117,704 113,282

その他 11,198 11,198

固定負債合計 130,625 128,871

負債合計 249,147 316,490

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,147,442 2,147,442

資本剰余金 368,261 368,261

利益剰余金 △795,428 △805,200

自己株式 △8,006 △8,004

株主資本合計 1,712,269 1,702,497

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,541 6,477

評価・換算差額等合計 2,541 6,477

純資産合計 1,714,810 1,708,975

負債純資産合計 1,963,958 2,025,466
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 354,788

売上原価 255,499

売上総利益 99,289

販売費及び一般管理費 ※  88,487

営業利益 10,801

営業外収益  

受取利息 3,197

受取賃貸料 5,767

雑収入 645

営業外収益合計 9,610

営業外費用  

支払利息 188

賃貸収入原価 3,209

雑損失 5,700

営業外費用合計 9,098

経常利益 11,313

税金等調整前四半期純利益 11,313

法人税、住民税及び事業税 1,541

法人税等合計 1,541

四半期純利益 9,772
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 11,313

減価償却費 6,094

貸倒引当金の増減額（△は減少） 885

賞与引当金の増減額（△は減少） △23,121

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,421

受取利息及び受取配当金 △3,379

支払利息 188

売上債権の増減額（△は増加） △26,647

未収入金の増減額（△は増加） 2,404

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,179

仕入債務の増減額（△は減少） △22,994

未払金の増減額（△は減少） 5,726

その他 △23,397

小計 △70,683

利息及び配当金の受取額 4,092

利息の支払額 △188

法人税等の支払額 △6,172

営業活動によるキャッシュ・フロー △72,951

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △185

貸付けによる支出 △300,000

貸付金の回収による収入 300,337

投資活動によるキャッシュ・フロー 151

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 300,000

短期借入金の返済による支出 △300,000

自己株式の取得による支出 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △72,801

現金及び現金同等物の期首残高 288,292

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  215,491
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当社グループは、新規事業である不動産ポータル事業への

先行投資や、含み損を抱える個々の資産を減損処理したこ

とにより、前連結会計年度において平成18年９月期以降３

期連続して当期純損失を計上しております。また、前連結

会計年度において、当社の主要販売先である親会社の業績

が悪化しております。これらの状況により、継続企業の前

提に重要な疑義が存在しております。 

このような状況を踏まえ、当社グループは疑義を抱かせる

事象又は状況を早期に解消すべく、前連結会計年度末にお

いて中期３ヵ年計画を見直し、初年度である当期において

下記の対応を行い、着実な収益構造の改善をすすめており

ます。 

まず第一に、不動産ポータル事業における先行投資がこれ

までの損失計上の主な要因となっておりましたが、前連結

会計年度においてサービス提供の枠組みが確立し事業体制

が整備できたことにより先行投資は終了いたしました。こ

れに加えて、外部環境の変化を見極め、新たな仕組みを構

築する等、種々の施策を行うことで、当連結会計年度にお

ける同事業の黒字化を計画しております。 

第二に、システム開発事業におきましては、近年は親会社

グループ全体に係るシステム開発の進捗に合わせ、不動産

分野のシステム開発に特に注力してまいりましたが、同シ

ステムの主要部分の開発が一段落したことを踏まえ、従来

からの主要なお客様である金融・生損保・通信関連分野へ

と人員を再シフトし、加えて、新規顧客・新規案件の獲得

を行うことで事業規模の安定と更なる拡大を計画しており

ます。 

上記計画の実行により、当第１四半期連結会計期間におき

ましては業績の改善が見られ、9,772千円の四半期純利益

を計上しております。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務

諸表には反映しておりません。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適

用  

通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として個別法に

よる原価法によっておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、主として個別

法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。

これにより、損益に与える影響はあり

ません。 

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引によ

っておりましたが、「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準第13号

(平成５年６月17日(企業会計審議会第

一部会)、平成19年３月30日改正))及

び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士

協会 会計制度委員会)、平成19年３

月30日改正))が平成20年４月１日以後

開始する連結会計年度に係る四半期連

結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、当第１四半

期連結会計期間からこれらの会計基準

等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用して

おります。 

なお、当第１四半期連結会計期間にお

いて、リース資産として計上したリー

ス取引はありません。  

また、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を適用しております。 

これにより、損益に与える影響はあり

ません。   
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【簡便な会計処理】 

  
  
  

当第１四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日  
 至 平成20年12月31日） 

固定資産の減価償却費の算

定方法 

定率法を採用している有形固定資産につい

ては、年度に係る減価償却費の額を期間按

分する方法により算定しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。  
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年９月30日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額    千円 618,005 ※ 有形固定資産の減価償却累計額    千円 612,572

（四半期連結損益計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

 給与手当  千円 39,560

 賞与引当金繰入額   2,296

 広告宣伝費   7,149

 貸倒引当金繰入額   1,200

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

(平成20年12月31日現在) 

  (千円) 

現金及び現金勘定     215,491

現金及び現金同等物     215,491

（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至

平成20年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

  

２ 自己株式の種類及び株式数 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

  

普通株式   株 33,311,260

普通株式   株 31,221
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当第１四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、製品の種類・性質・販売方法等の類似性を考慮した内部管理上採用している区分によってお

ります。 

２ 各区分の主な事業内容 

(1）システム開発事業  ・・・ ソリューションプロダクト及びソリューションサービス 

システムコンサルテーション 

システム設計・開発・保守・運用 

ソリューションプロダクトの開発・販売 

コンテンツ作成、教育サポート 

(2）不動産ポータル事業 ・・・ 不動産情報ポータルサイトの運営 

ポータルサイトシステムの提供 

モバイルＡＳＰサービス 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  
システム開発
事業（千円） 

不動産ポータル
事業（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  271,576  83,211  354,788  ―  354,788

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 344  ―  344 (344)  ―

計  271,920  83,211  355,132 (344)  354,788

営業利益  19,264  12,339  31,603 (20,801)  10,801

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。  
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 当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）  

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。  

  

 当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）  

該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）  

該当事項はありません。  

  

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

（１株当たり情報） 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年９月30日） 

１株当たり純資産額 51.53円 １株当たり純資産額 51.35円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 0.29円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  
  

  
当第１四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純利益（千円）  9,772

普通株主に帰属しない金額（千円）   ―

普通株式に係る四半期純利益（千円）  9,772

期中平均株式数（株）  33,280,044
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 当第１四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）  

 リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、当第１四半期連結会計期間におけるリース

取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。  

  

（重要な後発事象） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

平成20年12月26日開催の当社定時株主総会決議に基づ

き、平成21年２月６日（債権者保護手続の完了による効

力発生日）に、次のとおり資本金及び資本準備金の額の

減少及び剰余金の処分を行いました。 

１ 資本金及び資本準備金の額の減少の目的 

会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基

づき、欠損填補のため資本金の一部及び資本準備金

の全額を減少し、その他資本剰余金に振り替え、併

せて、会社法第452条の規定に基づき、損失の処理を

行うものであります。 

２ 資本金の額の減少の要領 

平成20年９月30日現在の当社資本金の額

2,147,442,000円のうち、647,442,000円をその他資

本剰余金に振り替えております。 

なお、発行済株式総数の変更を行わず、資本金の額

のみを減少しております。 

３ 資本準備金の額の減少の要領 

平成20年９月30日現在の当社資本準備金の額

22,702,545円の全額をその他資本剰余金に振り替え

ております。 

４ 剰余金の処分の要領 

上記効力が生じた後のその他資本剰余金

1,015,703,842円のうち830,321,874円を繰越利益剰

余金に振り替えて、損失の処理に充当しておりま

す。  

（リース取引関係） 

２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年２月13日

株式会社システムソフト 

取締役会 御中 

霞が関監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 野 村  聡   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山 本  隆   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社システ

ムソフトの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社システムソフト及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において３期

連続して当期純損失を計上しており、また、前連結会計年度において会社の主要販売先である親会社の業績が悪化した

状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載

されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結

財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年12月26日開催の定時株主総会決議に基づき、平成21年２月

６日に資本金及び資本準備金の額の減少及び剰余金の処分を行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。  
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